
４ 平成２６年度当初予算４ 平成２６年度当初予算

（１） 一般会計歳出予算総括表（１） 一般会計歳出予算総括表

（２） 特別会計歳出予算総括表（２） 特別会計歳出予算総括表

（単位：千円，％）

H25当初 H25.2補正 H26当初 合計(補正+当初)

区　　　分 (経済対策分) H25当初比 H25当初比

A B C C/A D(B+C) D/A

民生費 2,331 0 1,757 75.4 1,757 75.4 

その他事業費等 2,331 0 1,757 75.4 1,757 75.4 

農林水産業費 2,057,366 234,150 1,930,162 93.8 2,164,312 105.2 

公共事業費 1,148,724 234,150 1,067,260 92.9 1,301,410 113.3 

補助公共事業費等 894,537 234,150 810,960 90.7 1,045,110 116.8 

補助公共事業費 894,537 234,150 810,960 90.7 1,045,110 116.8 

国直轄事業負担金 0 0 0 0.0 0 0.0 

単独公共事業費 254,187 0 256,300 100.8 256,300 100.8 

単独建設事業費 176,967 0 172,136 97.3 172,136 97.3 

維持修繕費 77,220 0 84,164 109.0 84,164 109.0 

その他事業費等 908,642 0 862,902 95.0 862,902 95.0 

土木費 80,386,386 6,115,583 70,411,372 87.6 76,526,955 95.2 

公共事業費 64,629,593 6,115,583 58,716,816 90.9 64,832,399 100.3 

補助公共事業費等 46,339,724 6,115,583 38,797,878 83.7 44,913,461 96.9 

補助公共事業費 35,157,167 5,039,750 28,779,305 81.9 33,819,055 96.2 

国直轄事業負担金 11,182,557 1,075,833 10,018,573 89.6 11,094,406 99.2 

単独公共事業費 18,289,869 0 19,918,938 108.9 19,918,938 108.9 

単独建設事業費 7,842,256 0 8,403,791 107.2 8,403,791 107.2 

維持修繕費 10,447,613 0 11,515,147 110.2 11,515,147 110.2 

その他事業費等 15,756,793 0 11,694,556 74.2 11,694,556 74.2 

災害復旧費 2,990,688 0 3,144,331 105.1 3,144,331 105.1 

合　　　計 85,436,771 6,349,733 75,487,622 88.4 81,837,355 95.8 

注） 端数処理の関係で積み上げ数値と総額が異なる場合等がある

（単位：千円，％）

H25当初 H25.2補正 H26当初 合計(補正+当初)

区　　　分 (経済対策分) H25当初比 H25当初比

A B C C/A D(B+C) D/A

港湾特別整備事業費 16,733,198 0 11,922,042 71.2 11,922,042 71.2 

流域下水道事業費 8,109,701 0 8,305,650 102.4 8,305,650 102.4 

県営住宅事業費 4,579,852 121,191 4,597,427 100.4 4,718,618 103.0 

合　　　計 29,422,751 121,191 24,825,119 84.4 24,946,310 84.8 

注） 端数処理の関係で積み上げ数値と総額が異なる場合等がある
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（３） 一般会計歳出予算事業別内訳表（３） 一般会計歳出予算事業別内訳表

（単位：千円,％）

H25年度
当初予算

H26年度
当初予算

比率

補助公共 国直轄事業 単独建設 維持修繕費 その他

A B 事業費 負担金 事業費 事業費等 B/A

民生費 2,331 1,757 0 0 0 0 1,757 75.4 

2月補正 0 0 0 0 0 0 0 

当初 2,331 1,757 0 0 0 0 1,757 75.4 

農林水産業費 3,035,408 2,164,312 1,045,110 0 172,136 84,164 862,902 71.3 

2月補正 978,042 234,150 234,150 0 0 0 0 

当初 2,057,366 1,930,162 810,960 0 172,136 84,164 862,902 93.8 

道路事業費 51,053,726 36,775,428 15,237,000 7,936,500 4,715,560 7,479,515 1,406,853 72.0 

2月補正 10,591,000 2,277,333 1,769,000 508,333 0 0 0 

当初 40,462,726 34,498,095 13,468,000 7,428,167 4,715,560 7,479,515 1,406,853 85.3 

河川事業費 11,178,788 9,766,827 4,664,620 1,165,000 1,323,066 1,926,151 687,990 87.4 

2月補正 1,524,000 981,000 774,000 207,000 0 0 0 

当初 9,654,788 8,785,827 3,890,620 958,000 1,323,066 1,926,151 687,990 91.0 

砂防事業費 8,807,019 7,345,240 5,065,508 828,828 757,483 653,421 40,000 83.4 

2月補正 1,408,825 1,448,750 1,380,750 68,000 0 0 0 

当初 7,398,194 5,896,490 3,684,758 760,828 757,483 653,421 40,000 79.7 

海岸事業費 3,363,142 2,018,524 1,642,000 272,340 0 104,184 0 60.0 

2月補正 668,000 338,000 338,000 0 0 0 0 

当初 2,695,142 1,680,524 1,304,000 272,340 0 104,184 0 62.4 

港湾事業費 8,175,357 6,685,466 4,181,000 675,600 612,600 759,344 456,922 81.8 

2月補正 1,564,400 850,500 558,000 292,500 0 0 0 

当初 6,610,957 5,834,966 3,623,000 383,100 612,600 759,344 456,922 88.3 

空港事業費 849,938 845,541 0 216,138 273,925 0 355,478 99.5 

2月補正 0 0 0 0 0 0 0 

当初 849,938 845,541 0 216,138 273,925 0 355,478 99.5 

街路等事業費 4,244,513 3,624,170 2,923,413 0 700,757 0 0 85.4 

2月補正 604,100 220,000 220,000 0 0 0 0 

当初 3,640,413 3,404,170 2,703,413 0 700,757 0 0 93.5 

公園事業費 187,114 188,746 105,514 0 20,400 62,832 0 100.9 

2月補正 0 0 0 0 0 0 0 

当初 187,114 188,746 105,514 0 20,400 62,832 0 100.9 

住宅事業費 68,807 53,153 0 0 0 0 53,153 77.2 

2月補正 0 0 0 0 0 0 0 

当初 68,807 53,153 0 0 0 0 53,153 77.2 

その他事業費 8,818,307 9,223,860 0 0 0 529,700 8,694,160 104.6 

2月補正 0 0 0 0 0 0 0 

当初 8,818,307 9,223,860 0 0 0 529,700 8,694,160 104.6 

土木費 計 96,746,711 76,526,955 33,819,055 11,094,406 8,403,791 11,515,147 11,694,556 79.1 

2月補正 16,360,325 6,115,583 5,039,750 1,075,833 0 0 0 

当初 80,386,386 70,411,372 28,779,305 10,018,573 8,403,791 11,515,147 11,694,556 87.6 

災害復旧費 2,990,688 3,144,331 3,044,331 0 100,000 0 0 105.1 

2月補正 0 0 0 0 0 0 0 

当初 2,990,688 3,144,331 3,044,331 0 100,000 0 0 105.1 

合　　計 102,775,138 81,837,355 37,908,496 11,094,406 8,675,927 11,599,311 12,559,215 79.6 

2月補正 17,338,367 6,349,733 5,273,900 1,075,833 0 0 0 

当初 85,436,771 75,487,622 32,634,596 10,018,573 8,675,927 11,599,311 12,559,215 88.4 

区　　　分
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（４）平成２６年度土木局関係当初予算（図表）

県　予　算（一般会計）

土木局関係予算　財源内訳（一般会計）

総 額

9443億2000万円

100％

議 会 費 19億8640万円 0.21%
諸支出金 879億3000万円 9.31%
予 備 費 4億0000万円 0.04%

総務費 457億5807万円 4.85%

民生費 1142億4122万円 12.10%

衛生費 776億7097万円 8.23%

労働費 48億1922万円 0.51%

農林水産業費 275億6047万円 2.92%

商工費 433億9688万円 4.60%

土木費 708億8377万円 7.51%警察費 598億9685万円 6.34%

教育費

2459億8076万円
26.05%

公債費

1581億6177万円
16.75%

災害復旧費 56億3363万円 0.60%

分担金及び負担金 27億4057万円 3.63%

国庫支出金

162億7178万円
21.56%

一般財源

216億4799万円
28.68%

県債

310億4330万円
41.12%

使用料及び手数料 17億 561万円 2.26%
財産収入 8億7527万円 1.16%
繰入金 890万円 0.01%

諸収入 11億9421万円 1.58%

総 額

754億8762万円

100％
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土木局関係予算　歳出内訳（一般会計）

土木局関係予算　事業別内訳（一般会計）

総 額

754億8762万円

100％

道路事業

344億9810万円
45.70%

河川事業

87億8583万円
11.64%

砂防事業

58億9649万円
7.81%

海岸事業

16億8052万円 2.23%

港湾事業

58億3497万円 7.73%

空港事業

8億4554万円 1.12%

街路等事業

34億417万円 4.51%

公園事業

1億8875万円 0.25%
その他事業

92億2386万円
12.22%

災害復旧事業

31億4433万円 4.17%

民生費

176万円 0.00%

漁港事業（農林水産業費）

10億6726万円 1.41%

農林水産業費（公共事業除く）

8億6290万円 1.14%

総 額

754億8762万円

100％

補助公共事業

295億9027万円
39.20%

国直轄事業負担金

100億1857万円
13.27%

単独建設事業

85億7593万円
11.36%

維持修繕費

115億9931万円
15.37%

その他事業

116億9456万円
15.49%

農林水産業費（公共事業除く）

8億6290万円 1.14%
民生費

176万円 0.00%

住宅事業

5315万円 0.07%

災害復旧事業

31億4433万円 4.17%
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（１） 「社会資本整備の優先順位〔プライオリティー〕」の設定の目的（１） 「社会資本整備の優先順位〔プライオリティー〕」の設定の目的

本県は，依然として厳しい財政状況にあるものの，『ひろしま未来チャレンジビジョン』が目指す県土の将来像の実現に向けて，
『社会資本未来プラン』を着実に推進すべきことに加え，東日本大震災の発生を踏まえ，災害に強い県土づくりを進めていくことが
求められている状況

このため，平成２３年３月に設定した「社会資本整備のプライオリティー〔試行版〕」について，その評価手法を見直した上で改め
て設定し，効果的・効率的に社会資本整備を進める

（２） 「社会資本整備の優先順位〔プライオリティー〕」の位置付け 〔活用策〕（２） 「社会資本整備の優先順位〔プライオリティー〕」の位置付け 〔活用策〕

「社会資本整備の優先順位〔プライオリティー〕」は，限られた財源を最大限有効に活用し，効果的・効率的に社会資本整備を
進めるため，施策区分や事業区分を越えた優先順位付けを行うものであり，

土木局の公共事業の概算要望・予算編成等において，どの事業にどの程度財源を配分すべきかを設定する際の基礎資料

『社会資本未来プラン』のフォローアップ等において，どの施策に重点投資すべきかを設定する際の基礎資料として位置付け

（個々の事業箇所に対する実施の要否や事業費配分の判断に用いるものではないこと ⇒ これらは事業別整備計画で設定）

このため，設定に際しては，「県民起点」 「現場主義」 をより一層徹底する観点から，学識経験者，市町代表，経済界代表から
なる「社会資本整備のプライオリティー検討会議」を設置し，評価手法（案），評価結果（案）について審議

設定後においても， 「成果主義」 を追求する観点から，ＰＤＣＡを回しながら，不断の見直しを実施

（３） 「社会資本整備の優先順位〔プライオリティー〕」の設定方法（３） 「社会資本整備の優先順位〔プライオリティー〕」の設定方法

平成２３年度から平成３２年度の１０年間に実施が見込まれる補助公共事業及び国直轄事業６６２箇所

（道路・街路・交通安全・河川・砂防・海岸・港湾）

① 評価対象① 評価対象

事業箇所について，事業別（７区分）・施策別（６区分）・優先度別（３区分）に４３にグループ化したもの

② 評価単位（評価に際して事業箇所をグループ化したもの）② 評価単位（評価に際して事業箇所をグループ化したもの）

事 業 別

（７区分）

事業の種別に応じた７区分

(1)道路事業，(2)街路事業，(3)交通安全事業，(4)河川事業，(5)砂防事業，(6)海岸事業，(7)港湾事業

施 策 別

（６区分）

『社会資本未来プラン』に掲げた７施策のうち，該当事業の存する６区分

①広域 ～ 広域的な交流・連携基盤の強化

②集客 ～ 集客・交流機能の強化とブランド力向上

③環境 ～ 環境保全と循環型社会の構築

④防災 ～ 防災・減災対策の充実・強化

⑤交通 ～ 総合的な交通安全対策の推進

⑥持続 ～ 持続可能なまちづくり

優 先 度 別

（３区分）

事業別整備計画（『広島県道路整備計画2011』など）上の事業優先度区分を踏まえて設定した３区分

Ａ ～ 早期事業効果発現を目指して重点的に事業進捗を図るもの

Ｂ ～ 計画的な投資により段階的に整備するもの

Ｃ ～ 既存ストックの活用やソフト対策などにより対応するもの

③ 評価基準③ 評価基準

「県民起点」「現場主義」「成果主義」の観点から総合的な評価を行うため，人口や資産の集積の度合いなどに左右される「事
業効果（Ｂ／Ｃなど）」のみならず，「実施環境（地元の期待度など）」や「波及的影響（期待される波及効果など）」を評価項目に設定

事 業 効 果 Ｂ／Ｃ（当該事業の費用と受益者側の便益との比）がどれだけ大きいか

実 施 環 境 事業を計画どおり円滑に進めることができる環境にあるかなど，事業の実施環境がどれだけ整っているか

波及的影響 貨幣換算することが困難な効果・影響や，施策目標達成度・施策課題への対応に係わる事項など

④ 優先順位付け④ 優先順位付け

（２）の評価単位（４３にグループ化したもの）を対象に，（３）の評価基準により，客観的な数値化が困難な場合でも定性的な指
標により評価することが可能な階層化意思決定法（ＡＨＰ法）※を用いて，１位から４３位まで順位付け

※ 個々の事業箇所を１対１で比較するに際し，数値化が可能な事項（(3)の「事業効果」など）のほか，数値化が困難な事項（(3)の「実施環境」「波及的
影響」など）も勘案しながら評価を行い，優先順位を付ける手法 （適用例：首都機能移転先候補地選定（国会等移転審議会）など）

５ 社会資本整備の優先順位〔プライオリティー〕の設定
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（４） 優先順位〔プライオリティー〕の評価結果（４） 優先順位〔プライオリティー〕の評価結果

短期集中戦略 中期戦略 長期戦略

広域的な交流・ 集客・交流機能の強化 環境保全と 防災・減災対策の 総合的な交通 持続可能なまちづくり

連携基盤の強化 とブランド力向上 循環型社会の構築 充実・強化 安全対策の推進

※1 「太枠囲み」は施策を越えて順位付けを行ったものであり，「細枠囲み」は「太枠囲み」を基準として，同一施策内で事業を越えて順位付けを行ったものである
※2 順位を示すために項目を並べたものであり，項目間の距離と優先度の差とは一致しない

☆☆

☆

プライ
オリティー

☆☆☆
☆☆

☆☆☆☆

☆☆☆

 1 港湾 - 広域 - Ａ

 3 街路 - 広域 - Ａ

 8 道路 - 広域 - Ａ

 2 港湾 - 集客 - Ａ

 5 街路 - 集客 - Ａ

16 道路 - 集客 - Ａ

10 道路 - 広域 - Ｂ

14 港湾 - 広域 - Ｂ

4 河川 - 防災 - Ａ

 6 道路 - 防災 - Ａ

 7 港湾 - 防災 - Ａ

 9 砂防 - 防災 - Ａ

11 海岸 - 防災 - Ａ

13 街路 - 防災 - Ａ

12 安全 - 交通 - Ａ

21 港湾 - 交通 - Ａ

18 道路 - 防災 - Ｂ

19 海岸 - 防災 - Ｂ

20 街路 - 防災 - Ｂ

22 港湾 - 防災 - Ｂ

23 河川 - 防災 - Ｂ

25 砂防 - 防災 - Ｂ

15 港湾 - 持続 - Ａ

17 道路 - 持続 - Ａ

24 街路 - 持続 - Ａ

29 道路 - 持続 - Ｂ

30 街路 - 持続 - Ｂ

34 港湾 - 持続 - Ｂ

31 安全 - 交通 - Ｂ

36 港湾 - 交通 - Ｂ

38 安全 - 交通 - Ｃ

42 港湾 - 交通 - Ｃ

40 道路 - 持続 - Ｃ

41 街路 - 持続 - Ｃ

43 港湾 - 持続 - Ｃ

35 海岸 - 防災 - Ｃ

37 街路 - 防災 - Ｃ

39 港湾 - 環境 - Ｃ

26 港湾 - 環境 - Ｂ

32 道路 - 集客 - Ｂ

33 港湾 - 集客 - Ｂ

　 　 　　順位 事業区分  施策区分 優先度区分

　　　　 1    港湾  -  広域  -    Ａ

27 道路 - 広域 - Ｃ

28 港湾 - 広域 - Ｃ
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６ 社会資本の計画的な維持管理 

 
(1) ねらい 
  社会資本は，その多くが高度経済成長期に整備されており，広島県では建設後５０年以上経過した

橋梁は，平成２５年度の約３９％から２０年後には約７１％に増大するなど，老朽化対策への取組の

強化が必要となっている。 
重大な事故や致命的な損傷等を防ぎ， 

県民の安全で快適な生活を維持するた 

めに，新技術の活用等によるインフラ 

老朽化対策を推進するとともに，点検 
結果に基づく公共土木施設の計画的な 
修繕を実施する。 

 
 

(2) 事業の概要 
① インフラ老朽化対策推進事業 

県や市町の施設規模等に適合し，施設の長寿命化にも資する新技術等の活用によるコスト縮減

を図るとともに，情報共有や技術力の向上・補完等に資する市町との連携・共同体制の検討など

を実施 

区   分 事 業 内 容 

維持管理に関する 

情報の発信 

○ホームページの作成 

 ・インフラ老朽化対策の中長期的な枠組みや各修繕方針と， 

実績，点検結果などを県民向けに分かりやすく編集し掲載 

長寿命化新技術の 

活用推進 

○新技術等の募集・評価・活用 

 ・点検・診断に係る技術やコスト縮減に資する維持管理技術を 

募集・登録する制度を創設 

 ・新技術の評価等を行う広島県長寿命化技術検討委員会を開催 

 ・点検・診断に係る技術としてＩＣＴを活用し点検業務を効率化 

県・市町連携の 

あり方検討 

○広島県公共土木施設等老朽化対策連絡会議の設置 

 ・国，県，市町等で情報共有，連携を図るとともに，機関の 

共同設置などの連携・共同体制を検討 

○先進事例調査 

 

② 主要な公共土木施設の修繕 

施設ごとに点検を行い，その点検結果に基づき，修繕が必要となる橋梁，舗装，排水機場， 

河川・海岸護岸，係留施設等の施設補修を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補修前】 《橋梁補修》 【補修後】

【建設後 50 年以上経過する施設の割合】 
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７ 地域整備計画実施方針 
  

１ 要 旨 

  社会資本未来プラン，事業別整備計画及び社会資本整備の優先順位などの各計画の内容を事

務所別に集約整理し，社会資本整備の「見える化」の推進と現場機能の一層の強化を図るため，

各事務所ごとに「地域整備計画実施方針」を策定した。 

 

２ 実施方針の概要 

（１）ねらい 

   戦略的社会資本整備に対する県民の一層の理解促進，各事務所の政策形成への参画強化 

 

（２）取組方針 

   全ての事業等が一元集約される「地域」を単位にした計画の整理・公表・活用 

① 各事務所が地域単位の総合計画図に計画を集約，地域の現状や課題と合わせて取組の

全体像を整理 

② 各計画箇所を効果的・効率的に進める方策などについて，各事務所がそれぞれ独自に

検討・整理 

③ ＨＰ等により公表し，地域住民への一層の「見える化」を促進 

④ 各事務所における政策検討の基礎資料として活用 

 

 【戦略的社会資本整備の推進体系】 

     

   

 

 

（事務所別） 

  

 

 

 

 

 

 

 

社会資本未来プラン 

 

      （主な事業別整備計画） 

（
次
期
計
画
）

    

（
次
々
期
計
画
）

    

社

会

資

本

整

備

の

優

先

順

位 

地域別

集約

ひろしま未来チャレンジビジョン 

道

路 

河

川 

砂

防 

海

岸

港

湾

    

●●地域

整備計画

実施方針

 

(次頁参照)

政策 

提案 

 

市 

町 

地 

域 

住 

民 

共有

連携

意見等

各事務所や地域住民によるチェックが
加わり，公共事業のＰＤＣＡも強化 
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８ 平成２６年度 建設事業執行方針 

 

（目的） 

第１  この方針は，平成２６年度の土木局に関わる建設事業を適正かつ効果的に執行するために必

要な基本的事項を定める。 

 

（基本方針） 

第２ １ 「社会資本未来プラン」（平成２３年３月策定）に掲げる「社会資本整備の重点化」方針に

基づく７つの分野に対応する事業を積極的に推進するとともに，東南海・南海地震など大規

模地震に備えた社会インフラの整備等に重点を置き，集中的な取組を推進する。  

２ 平成２６年度当初予算及び平成２５年度補正予算等により緊急かつ切れ目ない「緊急経

済・雇用対策」に取り組むこととし，事業効果の早期発現が図られるよう，可能な限り早期

執行に努めるものとする。 

３ 「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成１２年法律第１２７号：以

下「適正化法」という）に沿って，透明性の確保，公正な競争の促進，適正な施工の確保，

不正行為の排除の徹底を図るための措置を適切に実施するものとする。 

４ 「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（平成１７年法律第１８号：以下「品確法」と

いう）に基づき，工事の品質を確保するための取組を推進するものとする。 

５ 公共事業の計画段階から維持管理までを通じて，コストに対して最も価値の高いサービス

の提供を目指した取組を推進する。 

 

 

（事業の執行） 

第３ １ 事業の執行に当たっては，「建設工事起工手続規程」（昭和３５年監第５３２０号）に基づ

き，特に災害復旧事業，防災対策事業，行政需要の高い事業及び前年度からの繰越事業を優

先して行い，関係法令を遵守するとともに，適正な執行に努めるものとする。 

   ２ 上半期については，別途定める「平成２６年度土木局公共事業等上半期執行計画」に基づ

き計画的な執行を図ることとし，各種事務手続きの簡素化，迅速化等に努めるものとする。 

 

（執行計画の策定） 

第４  工事の計画的かつ効率的な執行を行うため，次の措置を講ずるものとする。 

① 本庁各課は，「建設工事起工手続規程」に基づく建設工事の起工伺い及びその他の事務手続

を速やかに行うものとする。 

② 地方機関の長は，上記規程に基づく工事執行の通知を受けたときは事業の着手順位，所要

工期，用地取得及び実施設計書の作成など整合性のある年間執行計画をたて，効率的執行に

努めるものとする。 

     計画の策定に当っては，用地保有量等を踏まえつつ，用地アセスメントを実施し，必要に

応じて，用地取得工程管理審議会を開催して，用地リスクへの対応策や収用適格性等につい

て審議するものとする。 

     また，土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）の適用を踏まえたものとし，収用適格性

判定表等を作成するなどあらかじめ本庁主管課と十分な調整を行い，さらに，必要に応じて，

用地課（土地収用法の事業認定申請の主管課）とも協議するものとする。 

 

（適正工期の設定） 

第５  適正な工期設定を行い，年度内完成に努めるものとする。 
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    なお，年度内完成が困難と見込まれるものについては，繰越明許費に係る翌年度にわたる債

務負担を積極的に活用し，円滑な執行に努めるものとし，安易な工事の分割は，厳に慎むもの

とする。 

 

（工事の執行） 

第６ １ 建設工事現場等に対する安全パトロール等の実施や安全推進協議会を設ける等，事故防止

に一層努めるものとする。 

２ 工事の施工に当たっては，地域住民への周知や周辺の事前調査を十分行い，周辺住民の生

活環境への影響を最小限とするよう十分配慮するものとする。 

 

（工事監督・検査体制の確保） 

第７  「品確法」の施行により，発注関係事務（工事監督・検査・評価等）を適正に実施する発注

者責任がより一層求められることから,引き続き適正な工事監督・検査体制を確保するものとす

る。 

 

(建設副産物対策） 

第８ １ 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１２年法律第１０４号）の趣旨を

踏まえ，特定建設資材廃棄物（コンクリート塊，建設発生木材，アスファルト・コンクリー

ト塊）の発生の抑制，再利用の促進，適正処理の徹底等を図るものとする。   

２ 工事計画段階から建設副産物の発生の抑制や再利用の促進を図るため，「広島県地方機関

等建設副産物対策連絡会議」等での流用の調整及び有効利用に努めるとともに「再生資源利

用促進実施要領」（平成４年７月１日制定）に基づき，再生資材の積極的な利用を行うもの

とする。 

３ 建設副産物の処理については，「建設副産物適正処理実施要領」（平成１０年３月１５日制

定）に基づき，有効利用及び適正処分の徹底を図るものとする。 

    

（建設資材） 

第９ １ 再生建設資材の利用を促進するため，率先的に利用する。 

２ 工事で使用する土砂(補足土)，砂，砕石及び加熱アスファルト混合物等については，数量

の多少に関わらず，原則として，再生資材を使用する。 

３ 「広島県登録リサイクル製品使用指針」(平成１６年１０月１日制定)に基づき，供給量，

品質等を考慮して順次，登録リサイクル製品の使用を指定するものとする。また，指定した

以外の登録リサイクル製品についても，使用に努めるものとする。 

   ４ 受注者が主要資材を購入する場合は，極力，県内業者から購入するものとする。 

(用地取得事務） 

第１０  用地取得事務に当たっては，「公共用地取得促進プログラム」（平成１８年３月７日制定）

の趣旨に基づき事業効果の早期発現と説明責任の向上に努めるものとし，事業の円滑な執行

を図るため，次のことに留意のうえ，計画的かつ適正な用地取得を行うものとする。 

①  用地取得は，原則として工事実施の前年度までに行うものとする。 

② 特に，重要な事業については用地取得工程管理計画を策定し，適正な用地保有量の確保

に努めるものとする。 

③ 取得済みの用地の状況を把握し，一連区間として事業効果が早期に発揮できるよう，用

地取得マネジメントのＰＤＣＡサイクルにより，用地取得工程管理計画を適宜見直して，

計画的な用地取得に努めるものとする。 

④ 事業認定適期申請ルール及び裁決申請適期申請ルールに基づき，土地収用法を積極的に
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活用するものとする。 

⑤ 市町と緊密な連携をとるとともに，先行取得制度の活用を図るものとする。 

 

（工事等の進行管理） 

第１１  工事等の進行管理については，「土木建築事業進行管理実施要領」（昭和５３年４月１日制

定）に基づき，特に次に留意のうえ，適切に行うものとする。 

① 地方機関の長は，「地方機関事業調整会議」等で，事業の進捗状況や措置すべき課題等

を的確に把握するとともに，場合によっては執行計画の見直し等の措置を講じ，年度内完

了を図るものとする。 

② 本庁各課は，「事業調整会議」等による進行管理を厳密に行うとともに，問題箇所の処

理方策を早期に決定し，事業の円滑な執行を図るものとする。 

③ やむを得ない事由により年度内完了の見込みが立たない場合は，翌年度に繰り越す等，

所定の手続を取るものとする。 

 

（電子調達の推進） 

第１２ １ 事業の発注手続の効率化等を推進するため，電子入札システムの機能改善及び適正な維

持管理に努める。 

    ２ 事業成果の電子納品については，利活用を進めるうえで必要となる保管管理システムの

機能改善及び適正な維持管理に努める。 

    ３ 事業執行の電子化を推進するため，情報共有システムの機能改善及び適正な維持管理に

努める。 

 

（測量等事前調査） 

第１３  公共事業の測量等の実施に当たっては，事前調査費を活用し，翌年度以降の新規採択見込

みの事業は，公図，権利関係調査を，また用地取得が見込まれる事業は，用地平面図等関連

図面の作成を前年度までに完了するものとする。 

 

（建設工事に係る入札・契約制度） 

第１４ １ 入札・契約に関する情報については，「適正化法」等を踏まえ，適切に公表する。 

２ 透明性・競争性の確保を図るため，請負対象設計額１,０００万円以上のすべての工事

について，原則として一般競争入札によるものとする。 

３ 入札参加資格要件を設定する場合は，「一般競争入札事務処理要綱（事後審査型）」等に

より，施工能力を重視するとともに，経済性及び効率性を考慮して，公正かつ厳正に行う

ものとする。 

４ 中小建設業者の受注機会の確保について，次のことに留意のうえ，十分配慮するものと

する。 

① 指名競争入札の指名に際しては，県内建設業者を積極的に指名すること。 

② 受注者が下請業者を使用する場合は，原則として県内業者とし，やむを得ず県外業者

を下請負人とする場合は，あらかじめ理由書を提出させること。 

５ 工事成績条件付一般競争入札は，優良な県内企業の受注機会の確保を図ることを目的と

しており，その趣旨に十分留意のうえ適切に適用する。 

６ 価格競争から価格と品質で総合的に優れた調達への転換を促進するため，総合評価方式

による入札を推進する。 

７ 「県内建設業者の合併等に関する特例要綱」（平成１５年６月１日施行）による入札参

加資格審査や受注機会の確保等の特例措置により，県内建設業者の合併等の促進を図る。 
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８ 建設工事のコスト縮減及び品質確保等を図るため，ＶＥ方式及び詳細設計付施工方式等

の多様な入札契約方式を推進する。 

９ 大規模工事（請負対象設計金額５億円以上）においては，予定価格事後公表，低入札価

格調査制度，入札ボンド制度及び特定建設工事共同企業体制度により，適正な見積り競争

の促進を図る。  

 

（測量・建設コンサルタント等業務に係る受注者の指名等） 

第１５ １ 測量・建設コンサルタント等業務の発注に際しては，「測量・建設コンサルタント等業務

発注事務処理要綱」（平成１１年４月１日制定）に定める基準を遵守し，委託業務の適正

な実施を確保するための執行能力を重視するなど，その目的と内容に適した業者を厳正に

選定するものとする。 

    ２ 入札参加資格審査の特例措置により，県内測量・建設コンサルタント等業者の企業連携

及び協業化の促進を図る。 

 

(受注者の指導） 

第１６  適正化法第３条の規定に基づき，不良不適格業者の排除を推進し，公共工事の適正な施工

を確保するため，厳正に受注者を指導するとともに，次の事項に重点的に取り組むものとす

る。 

① 受注者の技術者の専任制及び一括下請負等の排除を徹底するため，発注者支援データベ

ースシステムを十分活用するとともに，適切に施工体制等の立入り点検を行うものとする。

また，専任等の把握に違反がある場合には措置請求を行うとともに，是正が認められない

場合には，工事の一時中止又は指名除外等，建設業者に対して厳正な対応を行うものとす

る。 

② 県発注工事における適正な施工の確保を図るとともに，下請・資材業者へのしわ寄せを

防止するため，低価格入札により落札した工事について，工事中の施工体制等の確認を強

化するとともに，下請・資材業者への代金の適正な支払の確認を強化するものとする。 

③ 地域の優良な企業の適正な受注機会を確保するため，契約の締結に際し専任技術者の配

置状況等の営業実態について確認できる資料の提出を求めることにより，稼動実態のない

営業所（いわゆる「名ばかり営業所」）の排除を徹底する。 

④ 県外業者を下請負人とすることを承認した工事については，適正な施工を確保するため，

施工体制等立入り点検により主任（監理）技術者の現場専任や施工への実質的な関与等の

施工体制の点検を徹底する。 

 

（計画的な維持管理） 

第１７  「広島県公共土木施設維持管理基本計画」(平成１８年３月策定)に基づき導入したアセッ

トマネジメントを推進し，計画的かつ効率的な維持管理を実施する。 

 

(暴力団等排除及び不正行為対策） 

第１８ １ 公共工事等に対する暴力団等の不当介入・不当要求に対しては，受注者が適切に対応で

きるよう警察本部との連携を緊密にして指導等を行うとともに，極力，契約締結営業所等

への不当要求防止責任者の配置を求め，責任者講習を受講させることとする。 

２ 暴力団排除を徹底するため，暴力団関係企業であることが判明するなどした場合には，

約款及び特約事項により，当該業者が県発注工事等の施工等のために必要な契約を締結す

ることができないよう措置することとする。 

    ３ 談合情報に対しては，「談合情報対応マニュアル」（平成６年８月３１日制定）及び「談
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合に関する情報の信ぴょう性等の判断基準」（平成１５年４月１日制定）により的確に対

応するとともに，公正取引委員会及び警察本部に適切に通報するものとする。 

    ４ 県発注工事等に係る入札・契約事務に関する外部からの働きかけ及び情報提供要求に対

しては，「建設工事等の入札・契約事務に関する外部からの働きかけ等への対応要綱」（平

成２５年２月８日制定）により的確に対応するものとする。 

 

（環境配慮の推進） 

第１９  公共事業の実施に当たり，率先して環境配慮に努めるため，「広島県環境配慮推進要綱」

（平成１５年４月１日施行）に基づき，公共工事の計画段階から工事段階に至る全ての段階

において，環境配慮指針に留意し，自主的に環境配慮を行う。 

 

（引継事務） 

第２０  適正な公物管理の推進を図るため，「広島県の施行する公共事業に伴う管理事務引継処理

要領」（平成５年３月２９日通知）等の規定に基づき，管理部門との連絡調整を緊密に行い，

公共施設の管理事務の引継ぎが円滑に行われるように適切に処理するものとする。 
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